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議案第６６号 

 

   令和７年度長浜市一般会計補正予算（第４号） 

 

 令和７年度長浜市一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ４５，４２０千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ５９，９７５，２２４千円とする。 

 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和７年８月２９日提出 

 

長浜市長 浅見 宣義   
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１

4 27,131

表

15 県支出金

　

4,829,744 2

歳

7,252 4,856

入

,996

歳

2 県補助金 2,05

出

0,100 27,25

予

2 2,077,352

算

19 繰

補

越金 33,095 9,

正

084 42,179

歳

1 繰越金

入

33,095 9,08

（

4 42,179

単

歳　　　　入

位

　　　　合　　　　計

：

59,929,804

千

45,420 59,9

円

75,224

）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

12 分担金及び負担金 209,904 9,084 218,988

1 分担金

第

18,047 9,08
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歳

0,124

出

歳　　　　出　　

（

　　合　　　　計 59

単

,929,804 45

位

,420 59,975

：

,224

千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

6農林水産業費 2,323,020 45,420 2,368,440

1 農業費 2,184,704 45,420 2,23
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令和７年度長浜市一般会計 

 

補正予算（第４号）説明書 
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歳入

担

4 27,131

（款）

金

 15 県支出金

（項

及

）  2 県補助金

び

目 補正前

負

の額 補正額 計

担

 6 農林水産業費県

金

補助金 510,556

（

27,252 537,

項

808

）

計 2,05

（

 

0,100 27,25

 

2 2,077,352

1

（款） 19 繰越金

 

（項）  1 繰越金

分

目 補正

担

前の額 補正額 計

金

 1 繰越金 33,095 9,084 42,179

計 33,

款

095 9,084 42,179

目 補正前の額

）

補正額 計

 

 

6 農林水産業費分担金

1

18,047 9,08

2

4 27,131

 

計

分

18,047 9,08

8



（単

農業費分担金 9,084

（単位：千円）

節
説　　　

節

　　　　　明
区　　分

説

金　　額

湖

　

北地区基幹水利施設管

　

理事業費補助金 27,

　

252 3 農

　

地費補助金 27,25

位

　

2

　

（単位：千円）

　

節
説　　　

　

　　　　　明
区　　分

明

金　　額

区

 1 前年度繰越

　

金 9,084

　分 金

：

　　額

（単位：千円）千

節
説　

円

　　　　　　　明
区　

）

　分 金　　額

湖北地区基幹水利施設管理事業費分担金 9,084 1
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歳出

林

地　方　債 そ　の　他

水

 

産

5農地費 1,484,

業

983 45,420 1

費

,530,403 27

（

,252 9,084 9

項

,084

）  

計 2,184,

（

1

704 45,420 2

 

,230,124 27

農

,252 9,084 9

業

,084

費

款

補　　正　　額

）

　　の　　財　　源　

 

　内　　訳

 

目 補正前

6

の額 補　正　額 計 特　

 

　　定　　　財　　　

農

源
一般財源

国県支出金

10



（単

節

説　

位

　　　　　　　　　　

：

　　　明
区　　分 金　

千

　額

□農業用

円

施設等維持管理事業費

）

45,42010 需用費 45,420

　光熱水費 45,420
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議案第６７号 

 

   令和７年度長浜市一般会計補正予算（第５号） 

 

 令和７年度長浜市一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ７０８，３１１千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ６０，６８３，５３５千円とする。 

 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の変更は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 

 

 

  令和７年８月２９日提出 

 

 

長浜市長 浅見 宣義   
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１

,741 92,986

表

7,005,727

　

2 国庫補

歳

助金 2,599,77

入

2 125,927 2,

歳

725,699

出

3 国庫委託金

予

25,891 2,20

算

4 28,095

補

15 県支出金

正

4,856,996 2

歳

3,422 4,880

入

,418

（

1 県負担金 2,33

単

3,048 19,82

位

9 2,352,877

：

2 県補

千

助金 2,077,35

円

2 3,593 2,08

）

0,945

款

18 繰入金 4,9

項

90,224 93,3

補

54 5,083,57

正

8

1 基

前

金繰入金 4,934,

の

927 92,536 5

額

,027,463

補

2 他会計繰

　

入金 55,297 81

正

8 56,115

　

19 繰越金 4

額

2,179 321,9

計

68 364,147

1 繰越金 42,179 321,968 364,147

20 諸収入 1,441,015 3,350 1,444,365

1

5 雑入 1,367

4

,252 3,350 1

国

,370,602

庫

21 市債 1

支

,762,900 45

出

,100 1,808,

金

000

9

1 市債 1,762,9

,

00 45,100 1,

5

808,000

3

歳　　　　入

8

　　　　合　　　　計

,

59,975,224

4

708,311 60,

0

683,535

4 221,117 9,759,521

1

第

国庫負担金 6,912
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歳

86,839

出

2 徴税費 524

（

,607 2,310 5

単

26,917

位

3 戸籍住民基本

：

台帳費 457,307

千

2,286 459,5

円

93

3

）

民生費 24,134,

款

138 104,941

項

24,239,079

補

1 社会

正

福祉費 12,726,

前

689 4,949 12

の

,731,638

額

2 児童福祉

補

費 9,565,633

　

99,992 9,66

正

5,625

　

4 衛生費 5,61

額

9,476 51,19

計

0 5,670,666

1 保健衛生費 5,619,476 51,190 5,670,666

7 商工費 1,646,801 129,000 1,775,

2

801

総

1 商工費 1,646,

務

801 129,000

費

1,775,801

6

8 土木費

,

4,701,082 1

7

25,000 4,82

6

6,082

3

2 道路橋梁費 1,

,

541,971 125

2

,000 1,666,

6

971

3

10 教育費 8,041

1

,106 67,954

6

8,109,060

7

2 小学校

,

費 1,544,639

5

26,043 1,57

6

0,682

0

5 社会教育費 99

6

9,524 10,00

,

0 1,009,524

9

6 保健

3

体育費 1,892,1

0

22 31,911 1,

,

924,033

8

12 公債費 3

2

,982,044 62

3

,666 4,044,710

1 公債費 3,982,044 62,666 4,044,710

歳　　　　出　　　　合　　　　計 59,975,22

1

4 708,311 60

総

,683,535

務管理費 5,523,875 162,964 5,6
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第２表　繰越明許費補正

変更 （単位：千円）

第３表　債務負担行為補正

追加

第４表　地方債補正

変更

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

千円 千円

普通貸借
又　　は
証券発行

起債の目的
補正前 補正後

政府資金及び滋
賀県市町振興資
金貸付金につい
ては、その融資
条件により、銀
行その他の場合
には、その債権
者と協定するも
のによる。ただ
し、市財政の都
合により、据置
期間及び償還期
限を短縮し、又
は、繰上償還若
しくは、低利に
借換えすること
ができる。

264,200223,600

文化施設整備事
業

26,500 31,000

6.0%以内
（ただし、政
府資金及び地
方公共団体金
融機構資金に
ついて、利率
の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利

率）

補正前
と同じ

補正前
と同じ

補正前
と同じ

道路橋梁整備事
業

事項

財務会計システム改修業務

期間 限度額

令和7年度から
令和8年度まで

3,102千円

事　業　名 金　額 事　業　名 金　額

８　土木費 ２　道路橋梁費 雪寒対策費 59,000 雪寒対策費 99,000

款 項
補　　正　　前 補　　正　　後

16



 

 

 

令和７年度長浜市一般会計 

補正予算（第５号）説明書 
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歳入

庫

,741 92,986

支

7,005,727

（

出

款） 14 国庫支出

金

金

（項）  2 国庫

（

補助金

項

目 補正前の額 補正額 計

）

 2 総務費

 

国庫補助金 1,059

 

,251 51,514

1

1,110,765

（

 国

 3 民生費国庫補助金

庫

582,007 9,3

負

53 591,360

担金

 8 土木費国庫補助金 561,470 60,060 621,530

款

10 教育費国庫補助金 345,814 5,000 35

目

0,814

補

計 2,

正

599,772 125

前

,927 2,725,

の

699

（款） 14 

額

国庫支出金

（項）  

補

3 国庫委託金

）

正

目 補正前の額

額

補正額 計

 

計

2 総務費国庫委託金 1,087 2,204 3,291

計 25,891 2,204 28,095

（款） 15

 

 県支出金

（項）  

3

1 県負担金

 

民

目 補正前の額 補

生

正額 計

 3

費

民生費県負担金 2,3

国

29,034 19,8

庫

29 2,348,86

負

3

担

計 2,333,

金

048 19,829 2

6

,352,877

（款

,

） 15 県支出金

（

1

6

項）  2 県補助金

8

目 補正

5

前の額 補正額 計

,

 3 民生費県補助

5

金 870,361 3,

0

593 873,954

8 9

計 2,077,3

2

52 3,593 2,0

,

80,945

（款） 

4

9

18 繰入金

（項） 

8

 1 基金繰入金

6

目 補正前の

6

額 補正額 計

,

 2 減債基金繰入金 1

7

,295,610 55

7

,003 1,350,

8

613

,

12 子ども未

4

来教育基金繰入金 26

 

9

1,319 26,04

4

3 287,362

13 デジタル化推進基金繰入金 215,632 11,490 227,122

計 4,934,927 92,536 5,027,463

国

計 6,912
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（単

担金 92,986

（単位：千円）

節
説　　　　　　

節

　　明
区　　分 金　　

説

額

物価高騰

　

対応重点支援地方創生

　

臨時交付金 51,51

　

4 1 総務管

　

理費補助金 51,51

位

　

4

　

しょうがい者総合支

　

援事業費補助金 473

　

 1 しょうが

明

い者福祉費補助金 2,

区

167

地域診療情報連

　

携推進費補助金 1,6

　

94

分

子ども子育て支援交

金

付金 7,186

：

　

 3 児童福祉費補助

　

金 7,186

額

社会資本

（

整備総合交付金 60,

単

060 2 道

位

路橋梁費補助金 60,

：

060

千

国宝重要文化財

円

等保存・活用事業費補

）

助金 5,000

千

 4 社会教育費補助金 5,000

（単位：千円）

節
説　　　　　　　　明

区　　分 金　　額

中長期在留者

節

住居地届出等事務委託

説

費交付金 2,204

　

 3 戸籍住民基

円

　

本台帳費委託金 2,2

　

04

　

（単位：千円）

　

節
説　　

　

　　　　　　明
区　　

　

分 金　　額

　

民間保育所運営費負担

明

金 19,829

区

 3 児童福祉費負担

　

金 19,829

）

　

（単位

分

：千円）

金

節
説　　　　　　　

　

　明
区　　分 金　　額

　

地域子育て

額

支援事業費補助金 3,593 4 児童福祉費補助金 3,593

（単位：千円）

節
説　　

民

　　　　　　明
区　　

間

分 金　　額

保

 1 減債基金

育

繰入金 55,003

所運

 1 子ども未来

営

教育基金繰入金 26,

費

043

負

 1 デ

担

ジタル化推進基金繰入

金

金 11,490

92,986 3 児童福祉費負
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（款

（

5

（款） 19 繰越

項

金

（項）  1 繰越

）

金

目 補

 

正前の額 補正額 計

 

 1 繰越金 42

2

,179 321,96

 

8 364,147

他会

計 42,179 321

計

,968 364,14

）

繰

7

（款） 20 諸収

入

入

（項）  5 雑入

金

目 補正前の額 補正額 計

 5 雑入 1,367,231 3,350 1,370,581

計 1,367,252 3,350 1,37

 

目

0,602

（款） 2

補

1 市債

（項）  1

正

 市債

前

目 補正前の額 補正額 計

の

 8 土木債

額

453,400 40,

補

600 494,000

正額

10 教育債 834,

計

200 4,500 83

1

8,700

計 1,762,900 45,100 1,808,000

 6 介護保

8

険特別会計繰入金 55

 

,297 818 56,

繰

115

入

計 55,2

金

97 818 56,11

20



（単

（単位：千円）

節
説　　　　　　　　明

区　　分 金　　額

節

 1 前年度繰越

説

金 321,968

　

（単

　

位：千円）

　

節
説　　　　　　

　

　　明
区　　分 金　　

位

　

額

学校給食

　

費納入金 3,350

　

10 教育費雑入

　

3,350

明

（単位：千

区

円）

節

　

説　　　　　　　　明

　

区　　分 金　　額

分

地方道路等整備

金

事業債 40,600

：

　

 1 道路橋梁整

　

備事業債 40,600

額

（

 5 文化施設

単

整備事業債 4,500

位：千円）千

節
説　

円

　　　　　　　明
区　

）

　分 金　　額

 1 介護保険特別会計繰入金 818

21



歳出

務

　方　

 5福祉医療助

債

成費 1,025,97

そ

9 2,602 1,02

　

8,581 1,301

の

1,301

　他

計 12,72

費

6,689 4,949 12,731,638 2,167 2,782

 1

（

一般管理費 1,980

項

,523 7,012 1

）

,987,535 △8

 

2 7,012 82

 1 総

（

務

 8企画費 5

管

49,095 15,9

理

52 565,047 1

費

5,952

15諸費 70,542 140,000 210,542 140,000

款

補

計 5,523,

　

875 162,964

　

5,686,839 △

正

82 7,012 156

　

,034

（款）  2

　

 総務費

（項）  2

額

 徴税費

　

補　　正　　額　

）

　

　の　　財　　源　　

の

内　　訳

　

目 補正前の

　

額 補　正　額 計 特　　

財

　定　　　財　　　源

　

一般財源
国県支出金 地

　

　方　債 そ　の　他

源

 2

　

賦課徴収費 152,0

　

30 2,310 154

 

内

,340 2,310

　　訳

計 524,607 2,310 526,917 2,310

（款）  2 総務費

（項）  3 戸籍住民基本台帳費

補　　

 

正　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　

目

財　　　源
一般財源

国

補

県支出金 地　方　債 そ

正

　の　他

前

 1戸籍住民基

の

本台帳 457,307

2

額

2,286 459,5

補

93 2,286

　

費

正　額

計 457

計

,307 2,286 4

特

59,593 2,28

　

6

（款）  3 民生

　

費

（項）  1 社会

 

　

福祉費

定

補　　正　　額　　

　

の　　財　　源　　内

　

　　訳

　

目 補正前の額

財

補　正　額 計 特　　　

　

定　　　財　　　源
一

　

般財源
国県支出金 地　

　

方　債 そ　の　他

源

 3し

総

一

ょうがい福祉費 4,9

般

55,135 1,73

財

3 4,956,868

源

866 867

国県支

 4老人福祉

出

費 2,201,409

金

614 2,202,0

地

23 614

22



（単

委託料 7,012

節

□交通対策事業費 15,95218 負担金、補助 15,952

　デマンドタクシー運行補助金 15,952及び交

説

付金

　

□市税等還付金 14

位

　

0,0002

　

2 償還金、利子 140

　

,000

及び

　

割引料

　

（単位：千円）

　

節

　

説　　　　　　　　

　

　　　　　　明
区　　

　

分 金　　額

□

　

市税賦課徴収管理事務

：

　

経費 2,310

　

12 委託料 2,31

　

0

　情報システム委託

明

料 2,310

区　

（単位：千円）

　

節

説　

分

　　　　　　　　　　

金

　　　明
区　　分 金　

　

　額

□戸籍住

千

　

民基本台帳管理事務経

額

費 2,28610 需用費 82

　消耗品費 8217 備品購入費 2,204

　備品購入費

□

2,204

職

（

員

単位：千円）

給

節

説　　

円

与

　　　　　　　　　　

費

　　明
区　　分 金　　額

□しょうがい福祉事務経費 1,73312 委託料 1,733

　情報シ

1

ステム委託料 1,73

2

3

委

□高齢者福祉

託

事務経費 614

）

料

22 償還金、利子 6

7

14

　償還金 614

,

及び割引料

0

□福祉

1

医療助成事業費 2,6

2

0212 委託

　

料 2,602

　情報シ

財

ステム委託料 2,60

源

2

更正

□人事管理事務経費 7,012

　情報システム

23



（款

（

　

計 1,6

債

46,801 129,

そ

000 1,775,8

　

01 129,000

の　他

項

 1児童

）

福祉総務費 3,773

 

,803 7,815 3

 

,781,618 7,

2

815

 児童

 4保育所費 1,3

福

41,333 34,9

）

祉

42 1,376,27

費

5 33,844 1,098

 5認定こども園費 4,059,760 57,235 4,116,99

 

補

5 78,971 △21

　

,736

　正　　額

計 9,565,63

　

3 99,992 9,6

　

65,625 120,

の

630 △20,638

 

　

（款）  4 衛生費

　

（項）  1 保健衛

財

生費

　

補　　正　　額　　の

　

　　財　　源　　内　

源

　訳

　

目 補正前の額 補

　

　正　額 計 特　　　定

内

　　　財　　　源
一般

　

財源
国県支出金 地　方

3

　

　債 そ　の　他

訳

 1保健衛生総務費 4,055,423 14,053 4,069,476 14,053

 4母子保健費 211,774 14,

 

374 226,148 10,779 3,595

目 補

 

正

5健康増進費 98,6

前

63 22,763 12

の

1,426 15,38

額

7 7,376

補

民

　正　額

計 5,619,

計

476 51,190 5

特

,670,666 40

　

,219 10,971

　

（款）  7 商工費

　

（項）  1 商工費

定

補　

生

　

　正　　額　　の　　

　

財　　源　　内　　訳

　財

目 補正前の額 補　正

　

　額 計 特　　　定　　

　

　財　　　源
一般財源

　

国県支出金 地　方　債

源

そ　の　他

一

 2商工業振

般

興費 899,187 9

費

財

,000 908,18

源

7 9,000

国県支

 3観光費 4

出

60,723 120,

金

000 580,723

地

120,000

　方

24



（単

及び交付金

節

□保育所運営支援事業費 29,00012 委託料 29,000

　保育所運営委託料 29,00019 扶助費 5,94

説

2

□保育所管理運営事

　

業費 5,942

位

　

　扶助費 5,942

　　

□認定こども園

　

管理費19 扶

　

助費 57,235

　財

　

源更正

□認定

　

こども園運営支援事業

　

費 57,235

　

　扶助費 57,23

　

5

：

　

（単位：千

　

円）

節

　

説　　　　　　

明

　　　　　　　　明
区

区

　　分 金　　額

　

□病院事業会計負担

　

金 14,053

分

18 負担金、補助 1

金

4,053

　負担金 1

　

4,053及

千

　

び交付金

額

□母子保健事業費 14,37412 委託料 14,374

　産後ケア業務委託料 14,374

□子

□健康増進生活習慣

ど

病健診事業費 7,37

も

613 使用料

円

・

及び賃 7,376

　使

子

用料及び賃借料 7,3

育

76借料

て

□地域医療推進事

支

業費 15,387

援

18 負担金、補助

事

15,387

　医療機

業

関物価高騰対策支援金

費

15,387

7

及び交付金

）

,

（単位：千

8

円）

節

1

説　　　　　　

5

　　　　　　　　明
区　　分 金　　額

□商業振興対策事業費 9,00020 貸付金 9,000

1

　（株）黒壁経営改革

8

資金貸付金 9,000

負担

□己高庵管理運

金

営事業費 120,00

、

018 負担金

補

、補助 120,000

助

　己高庵改修負担金 1

7

20,000

,

及び交付金

815

　物価高騰対策事業補助金 7,815
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（款

（

　

9 3,350 14,3

債

02

そ　の　他

項

 2道路

）

維持費 635,911

 

40,000 675,

 

911 19,710 1

2

1,800 8,490

 道路

 4

橋

道路新設改良費 580

）

梁

,084 85,000

費

665,084 40,350 28,800 15,850

計 1,541,971 125,000 1,666,971 60,060 40,6

 

補

00 24,340

（款

　

） 10 教育費

（項

　

）  2 小学校費

正

補　　

　

正　　額　　の　　財

　

　　源　　内　　訳

額　

目 補正前の額 補　正　

　

額 計 特　　　定　　　

の

財　　　源
一般財源

国

 

　

県支出金 地　方　債 そ

　

　の　他

財

 1小学校管理

　

費 1,089,106

　

26,043 1,11

源

5,149 26,04

　

3

　内　

8

　訳

計 1,544,639 26,043 1,570,682 26,043

（款） 10 教育費

（項）  5 社会教育費

補　　正　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

 

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　

目

　財　　　源
一般財源

補

国県支出金 地　方　債

正

そ　の　他

前

 5文化財保

の

護費 37,283 10

額

,000 47,283

補

5,000 4,500

土

　

500

正　額 計

計 999,524 1

特

0,000 1,009

　

,524 5,000 4

　

,500 500

（款）

　

 10 教育費

（項）

定

  6 保健体育費

木

　

補　　

　

正　　額　　の　　財

　

　　源　　内　　訳

財　

目 補正前の額 補　正　

　

額 計 特　　　定　　　

　

財　　　源
一般財源

国

源

県支出金 地　方　債 そ

一

　の　他

般

 4学校給食費

費

財

1,075,941 3

源

1,911 1,107

国

,852 14,259

県

3,350 14,30

支

2

出金 地

計 1,892,122

　

31,911 1,92

方

4,033 14,25

26



（単

□補助道路整備事業費

節

85,00012 委託料 9,000

　整備事業費 85,00014 工事請負費 76,000

（単位：千円）

説

節

　

説　　　　　　　　

位

　

　　　　　　明
区　　

　

分 金　　額

□

　

小学校統合準備経費 2

　

6,0431

　

0 需用費 2,834

　

　修繕料 2,8

　

3412 委託

　

料 3,941

　

　備品移動運搬業務委

　

託料 3,941

：

　

17 備品購入費 18

　

,214

　備

　

品購入費 18,214

明

18 負担金、

区

補助 1,054

　学用

　

品購入補助金 1,05

　

4及び交付金

分 金

（単位：千円）

　

節

説　

千

　

　　　　　　　　　　

額

　　　明
区　　分 金　　額

□指定文化財等保存整備事業費 10,00012 委託料 1,005

□

　名勝慶雲館

雪

庭園保存整備委託料 1

寒

,00514

対

工事請負費 8,995

円

策

　整備事業費 8,99

費

5

4

（単位：千

0

円）

節

,

説　　　　　　

0

　　　　　　　　明
区

0

　　分 金　　額

0

□学校給食センター管理運営事業費 31,91110 需

）

用費 31,911

　賄材料費 31,911

14 工事請負費 40,000

　整備事業費 40,000

27



（款

（

そ　の　他

項

 1元金 3,

）

741,913 55,

 

003 3,796,9

 

16 55,003

1 公

 2利子

債

239,131 7,2

費

15 246,346 7

）

,215

 3公債諸費 1,000 448 1,448 448

補

計 3,982,

　

044 62,666 4

 

　

,044,710 62

正

,666

　　額　　の　　

1

財　　源　　内　　訳

2 

目 補正前の額 補　正

公

　額 計 特　　　定　　

債

　財　　　源
一般財源

費

国県支出金 地　方　債

28



（単

□長期

節

債利子 7,21522 償還金、利子 7,215

及び割引料

□公債諸費 44821 補償、補填及 448

　市債繰

説

上償還補償金 448

　

び賠償金

位

　　　　　　　　　　

：

　　　明
区　　分 金　

千

　額

□長期債

円

元金 55,003

）

22 償還金、利子 55,003

　繰上償還元金 55,003及び割引料

29



      （単位：千円）

事          項 限 度 額

 期  間 金  額  期  間 金  額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
財務会計システム改修業務 令和7年度から
 3,102 令和8年度まで 3,102 2,700 402

 特 定 財 源支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 予 定 額

債務負担行為で令和８年度以降にわたるものについての令和６年度末までの支出額
又 は 支 出 額 の 見 込 み 、 及 び 令 和 ７ 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

令和６年度末までの 令和７年度以降の  左 の 財 源 内 訳

30



 

白紙 
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 議案第６８号 

 

   令和７年度長浜市国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

 

 令和７年度長浜市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによ

る。 

 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ７８，７３６千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ１０，７４５，５０７千円とする。 

 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和７年８月２９日提出 

 

 

長浜市長 浅見 宣義   
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１

94

1

表

2 諸収入 17,020

　

56,917 73,9

歳

37

5

入

雑入 3,506 56,

歳

917 60,423

出

歳　　　

予

　入　　　　合　　　

算

　計 10,666,7

補

71 78,736 10

正

,745,507

歳入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

11 繰越金 23,975 21,819 45,794

1 繰越金 23,975

第

21,819 45,7

33



歳

金

出

歳　　　　出　　

（

　　合　　　　計 10

単

,666,771 78

位

,736 10,745

：

,507

千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

5諸支出金 53,893 78,736 132,629

2 償還金及び還付加算 11,296 78,736 90,032

34



 

 

 

令和７年度長浜市国民健康保険特別会計 

 

補正予算（第２号）説明書 
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歳入

越

） 12 諸収入

（項

金

）  5 雑入

（

目 補正前の額

項

補正額 計

 

）

5 雑入 26 56,91

 

7 56,943

 

計

1

3,506 56,91

 

7 60,423

繰

（

越金

目

款

補正前の額 補正額 計

）

 1 繰越金 2

 

3,975 21,81

1

9 45,794

1

計

 

23,975 21,8

繰

19 45,794

（款

36



（単

単位：千円）

節
説　　　　　　　　明

区　　分 金　　額

国民健

節

康保険保険給付費等交

説

付金剰余金返還金 56

　

,917 2

　

国民健康保険事業費雑

　

入 56,917

　

位

　　　　明
区　　分 金

：

　　額

（単位：千円）千

節
説　

円

　　　　　　　明
区　

）

　分 金　　額

 1 前年度繰越金 21,819

（

37



歳出

支

国県支出金 地　方　債

出

そ　の　他

金

 5償還金 1

（

78,736 78,7

項

37 56,917 21

）

,819

  2

計 11,296

 

78,736 90,0

（

償

32 56,917 21

還

,819

金及び還付加算金

款

補　

）

　正　　額　　の　　

 

財　　源　　内　　訳

 5

目 補正前の額 補　正

 

　額 計 特　　　定　　

諸

　財　　　源
一般財源
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（単

節

説　

位

　　　　　　　　　　

：

　　　明
区　　分 金　

千

　額

□償還金

円

78,736

）

22 償還金、利子 78,736

及び割引料
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議案第６９号 

 

   令和７年度長浜市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

 

 令和７年度長浜市介護保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１７７，２８８千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ１２，６１２，２８８千円とする。 

 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和７年８月２９日提出 

 

 

長浜市長 浅見 宣義   
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１

288

表

歳　　　　入　　　　

　

合　　　　計 12,4

歳

35,000 177,

入

288 12,612,

歳

288

出予算補正

歳入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

9繰越金 1,000 177,288 178,288

1 繰越金 1,000 1

第

77,288 178,

41



歳

3償還金及び還付加算

出

3,030 81,20

（

6 84,236

単

金

位

4 繰出金 55,29

：

7 818 56,115

千

歳　　

円

　　出　　　　合　　

）

　　計 12,435,

款

000 177,288

項

12,612,288

補正前の額 補　正　額 計

6諸支出金 65,525 177,288 242,813

1 基金費 6,898 95,264 102,162
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令和７年度長浜市介護保険特別会計 
 

補正予算（第１号）説明書 
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歳入

越金

（項）  1 繰

（

越金

目

款

補正前の額 補正額 計

）

 1 繰越金 1

 

,000 177,28

 

8 178,288

9 

計 1,000 177,

繰

288 178,288
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（単

節
説　　　　

位

　　　　明
区　　分 金

：

　　額

（単位：千円）千

節
説　

円

　　　　　　　明
区　

）

　分 金　　額

 1 前年度繰越金 177,288
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歳出

支

方　債 そ　の　他

出

 1基

金

金費 6,898 95,

（

264 102,162

項

95,264

） 

計 6,8

 

98 95,264 10

1

2,162 95,26

 

4

（款）  6 諸支

（

基

出金

（項）  3 償

金

還金及び還付加算金

費

補　　正　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源
一般財源

国県支出金 地　方　債 そ

款

　の　他

補

 2償還金 0 8

　

1,206 81,20

　

6 81,206

正　　

計 3,0

額

30 81,206 84

　

,236 81,206

　

（款）  6 諸支出

）

の

金

（項）  4 繰出

　

金

補

　

　　正　　額　　の　

財

　財　　源　　内　　

　

訳

　

目 補正前の額 補　

源

正　額 計 特　　　定　

　

　　財　　　源
一般財

　

源
国県支出金 地　方　

内

債 そ　の　他

 

　

 1他会計

　

繰出金 55,297 8

訳

18 56,115 818

計 55,297 818 56,115 818

 

目 補正前の額

6

補　正　額 計 特　　　

 

定　　　財　　　源
一

諸

般財源
国県支出金 地　
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（単

節

説

節

　　　　　　　　　　　　　　明
区　　分 金　　額

□過年度分精算返還金 81,20622 償還金、利子 81,206

及び割引料

説　

（単位：千円）

位

　

節

説　

　

　　　　　　　　　　

　

　　　明
区　　分 金　

　

　額

□一般会

　

計繰出金 818

　

27 繰出金 818

　　　　

：

　　　明
区　　分 金　

千

　額

□介護保

円

険財政調整基金積立金

）

95,26424 積立金 95,264

（単位：千円）
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議案第７０号 

  

令和７年度長浜市病院事業会計補正予算（第１号） 

 

（総則） 

第１条 令和７年度長浜市病院事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 

（収益的収入及び支出の補正） 

第２条 令和７年度長浜市病院事業会計予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額

を次のとおり補正する。 

 

   （科    目）    （既決予定額）  （補正予定額）  （  計  ） 

収            入 

 第１款 長浜病院事業収益  15,970,000千円     50,775千円  16,020,775千円 

  第３項 特別利益          0千円    50,775千円      50,775千円 

 

支            出 

第１款 長浜病院事業費用  16,970,000千円      50,775千円   17,020,775千円 

  第４項 特別損失              0千円      50,775千円      50,775千円 

 

 

 

令和７年８月２９日提出 

長浜市長 浅見 宣義 
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令和７年度長浜市病院事業会計 

 

補正予算（第１号）説明書 
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（単位:千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１ ． 長 浜 病 院 15,970,000 50,775 16,020,775

事 業 収 益 ３．特別利益 0 50,775 50,775

１．その他特別利益 0 50,775 50,775
病院賠償責任保険金

（単位:千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１ ． 長 浜 病 院 16,970,000 50,775 17,020,775

事 業 費 用 ４．特別損失 0 50,775 50,775

１．その他特別損失 0 50,775 50,775
解決金
弁護士費用

令和７年度  長浜市病院事業会計補正予算（第１号）実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　　入

支　　　　　出
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議案第７１号 

 

   令和６年度長浜市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第２３３条第３項の規定に基づき、別紙のとおり監

査委員の意見をつけて、令和６年度長浜市一般会計歳入歳出決算の認定について、議会の

議決を求める。 

 

 

  令和７年８月２９日提出 

 

 

長浜市長 浅見 宣義   
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議案第７２号 

 

   令和６年度長浜市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第２３３条第３項の規定に基づき、別紙のとおり監

査委員の意見をつけて、令和６年度長浜市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて、議会の議決を求める。 

 

 

  令和７年８月２９日提出 

 

 

長浜市長 浅見 宣義   
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議案第７３号 

 

   令和６年度長浜市国民健康保険特別会計（直診勘定）歳入歳出決算の認定につい 

   て 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第２３３条第３項の規定に基づき、別紙のとおり監

査委員の意見をつけて、令和６年度長浜市国民健康保険特別会計（直診勘定）歳入歳出決

算の認定について、議会の議決を求める。 

 

 

  令和７年８月２９日提出 

 

 

長浜市長 浅見 宣義   

 

 

53



議案第７４号 

 

   令和６年度長浜市後期高齢者医療保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第２３３条第３項の規定に基づき、別紙のとおり監

査委員の意見をつけて、令和６年度長浜市後期高齢者医療保険特別会計歳入歳出決算の認

定について、議会の議決を求める。 

 

 

  令和７年８月２９日提出 

 

 

長浜市長 浅見 宣義   
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議案第７５号 

 

   令和６年度長浜市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第２３３条第３項の規定に基づき、別紙のとおり監

査委員の意見をつけて、令和６年度長浜市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について、

議会の議決を求める。 

 

 

  令和７年８月２９日提出 

 

 

長浜市長 浅見 宣義   
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議案第７６号 

 

   令和６年度長浜市休日急患診療所特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第２３３条第３項の規定に基づき、別紙のとおり監

査委員の意見をつけて、令和６年度長浜市休日急患診療所特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて、議会の議決を求める。 

 

 

  令和７年８月２９日提出 

 

 

長浜市長 浅見 宣義   
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議案第７７号 

 

   令和６年度長浜市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第２３３条第３項の規定に基づき、別紙のとおり監

査委員の意見をつけて、令和６年度長浜市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算の認定

について、議会の議決を求める。 

 

 

  令和７年８月２９日提出 

 

 

長浜市長 浅見 宣義   
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議案第７８号 

 

令和６年度長浜市病院事業会計資本剰余金の処分及び決算の認定について 

 

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第３０条第４項及び第３２条第３項の規定に

基づき、別紙のとおり監査委員の意見をつけて、令和６年度長浜市病院事業会計資本剰余

金の処分及び決算の認定について、議会の議決を求める。 

 

 

  令和７年８月２９日提出 

 

 

長浜市長 浅見 宣義   
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議案第７９号 

 

令和６年度長浜市公共下水道事業会計利益の処分及び決算の認定について 

 

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第３０条第４項及び第３２条第２項の規定に

基づき、別紙のとおり監査委員の意見をつけて、令和６年度長浜市公共下水道事業会計利

益の処分及び決算の認定について、議会の議決を求める。 

 

 

  令和７年８月２９日提出 

 

 

長浜市長 浅見 宣義   
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議案第８０号 

 

長浜市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部

改正について 

 

長浜市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部を改

正する条例を次のように制定する。 

 

 

令和７年８月２９日提出 

 

 

長浜市長 浅見 宣義 

 

 

長浜市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部

を改正する条例 

 

長浜市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例（平成18年

長浜市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

第８条中「７円７３銭」を「８円３８銭」に改める。 

第１１条中「５４１円３１銭」を「５８６円８８銭」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第８１号 

 

長浜市職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部改正について 

 

長浜市職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部を改正する条例を次のように制定

する。 

 

 

令和７年８月２９日提出 

 

 

長浜市長 浅見 宣義 
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長浜市職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部を改正する条例 

 

（長浜市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第１条 長浜市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成18年長浜市条例第30号）の一

部を次のように改正する。 

第１５条第１項中「第１５条の３第１項」を「第１７条の３第１項」に改める。 

第１５条の３及び第１５条の４を削る。 

第１７条の次に次の３条を加える。 

（妊娠、出産等についての申出をした職員等に対する意向確認等） 

第１７条の２ 任命権者は、長浜市職員の育児休業等に関する条例（平成18年長浜市条

例第31号）第２５条第１項の措置を講ずるに当たっては、同項の規定による申出をし

た職員（以下この項において「申出職員」という。）に対して、次に掲げる措置を講

じなければならない。 

(1) 申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号において「出生時両

立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置 

(2) 出生時両立支援制度等の請求、申告又は申出（以下「請求等」という。）に係る

申出職員の意向を確認するための措置 

(3) 長浜市職員の育児休業等に関する条例第２５条第１項の規定による申出に係る子

の心身の状況又は育児に関する申出職員の家庭の状況に起因して当該子の出生の日

以後に発生し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活との両立の支障

となる事情の改善に資する事項に係る申出職員の意向を確認するための措置 

２ 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下この項において「対象職員」

という。）に対して、規則で定める期間内に、次に掲げる措置を講じなければならな

い。 

(1) 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号において「育児期両

立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置 

(2) 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を確認するための措置 

(3) 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する対象職員の家庭の状

況に起因して発生し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活との両立

の支障となる事情の改善に資する事項に係る対象職員の意向を確認するための措置 

３ 任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の規定により意向を確認した事項の取扱

いに当たっては、当該意向に配慮しなければならない。 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確認等） 

第１７条の３ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とする状況に至っ

たことを申し出たときは、当該職員に対して、仕事と介護との両立に資する制度又は

措置（以下この条及び次条において「介護両立支援制度等」という。）その他の事項

を知らせるとともに、介護両立支援制度等の請求等に係る当該職員の意向を確認する

ための面談その他の措置を講じなければならない。 

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日の属する年度（４月１日

から翌年の３月３１日までをいう。）において、前項に規定する事項を知らせなけれ
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ばならない。 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第１７条の４ 任命権者は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行われるようにする

ため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 

(2) 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 

(3) その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置 

（長浜市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第２条 長浜市職員の育児休業等に関する条例（平成18年長浜市条例第31号）の一部を次

のように改正する。 

第１条中「同法」を「育児休業法」に、「第１９条第１項及び第２項」を「第１９条

第１項から第３項まで及び第５項」に改める。 

第１４条中「同法」を「育児休業法」に改める。 

第１７条の表第１２条第１項の項中「育児休業法」を「地方公務員の育児休業等に関

する法律（平成３年法律第110号）」に改め、同表第１６条第６項の項中「育児休業法」

を「地方公務員の育児休業等に関する法律」に改める。 

第２０条の表第１２条第１項の項中「育児休業法」を「地方公務員の育児休業等に関

する法律（平成３年法律第110号）」に改め、同表第１６条の４第１項の項中「育児休

業法」を「地方公務員の育児休業等に関する法律」に改める。 

第２１条第２号中「及び勤務日ごとの勤務時間」を削り、「除く」の次に「。次条に

おいて同じ」を加える。 

第２２条の見出し中「部分休業」を「第１号部分休業」に改め、同条第１項を次のよ

うに改める。 

育児休業法第１９条第２項第１号に掲げる範囲内で請求する同条第１項に規定する

部分休業（以下「第１号部分休業」という。）の承認は、１５分を単位として行うも

のとする。 

第２２条第２項中「勤務しない職員」の次に「（非常勤職員を除く。）」を加え、

「部分休業」を「第１号部分休業」に改め、同条第３項中「部分休業」を「第１号部分

休業」に改め、同条の次に次の４条を加える。 

（第２号部分休業の承認） 

第２２条の２ 育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する同条第１項

に規定する部分休業（以下「第２号部分休業」という。）の承認は、１５分を単位と

して行うものとする。 

（育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間） 

第２２条の３ 育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間は、毎年４月１日

から翌年３月３１日までとする。 

（育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準として条例で定

める時間） 

第２２条の４ 育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準とし

て条例で定める時間は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める時間
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とする。 

(1) 非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分 

(2) 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に１０を乗じて得

た時間 

（育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情） 

第２２条の５ 育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情は、配偶者が負傷

又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したことその他の同条第２項の規定によ

る申出時に予測することができなかった事実が生じたことにより同条第３項の規定に

よる変更（以下「第３項変更」という。）をしなければ同項の職員の小学校就学の始

期に達するまでの子の養育に著しい支障が生じると任命権者が認める事情とする。 

第２３条中「部分休業」を「育児休業法第１９条第１項に規定する部分休業」に改め

る。 

第２４条（見出しを除く。）を次のように改める。 

第２４条 育児休業法第１９条第６項において準用する育児休業法第５条第２項の条例

で定める事由は、職員が第３項変更をしたときとする。 

（長浜市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第３条 長浜市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成22年長浜市条例第

３号）の一部を次のように改正する。 

第２１条第２項中「１日の勤務時間の」の次に「全部又は」を、「範囲内」の次に

「又は１年につき管理者が指定する時間を超えない範囲内」を加える。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

（長浜市職員の育児休業等に関する条例の一部改正に伴う経過措置）  

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号）第１９条第２項第２

号に掲げる範囲内において、この条例の施行の日から令和８年３月３１日までの間にお

ける部分休業の承認の請求をする場合における第２条の規定による改正後の長浜市職員

の育児休業等に関する条例第２２条の４の規定の適用については、同条第１号中「７７

時間３０分」とあるのは「３８時間４５分」と、同条第２号中「１０」とあるのは「５」

とする。 
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議案第８２号 

 

長浜市診療所条例及び長浜米原休日急患診療所条例の一部改正について 

 

長浜市診療所条例及び長浜米原休日急患診療所条例の一部を改正する条例を次のように

制定する。 

 

 

令和７年８月２９日提出 

 

 

長浜市長 浅見 宣義 
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長浜市診療所条例及び長浜米原休日急患診療所条例の一部を改正する条例 

 

 （長浜市診療所条例の一部改正） 

第１条 長浜市診療所条例（平成18年長浜市条例第100号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第１項中「被扶養者等」の次に「（以下「被保険者等」という。）」を加え、

同条第２項中「者」の次に「（以下「要介護認定者等」という。）」を加える。 

  第７条（見出しを除く。）を次のように改める。 

 第７条 被保険者等が第４条第１項第２号から第４号までの診療を受けるとき又は要介

護認定者等が同条第２項の居宅介護サービスを受けるときは、被保険者等又は要介護

認定者等であることの確認を受け、一部負担金を納付しなければならない。 

  第８条第１項中「診療報酬の算定方法（平成18年厚生労働省告示第92号。）に基づ

き、」を「健康保険法（大正11年法律第70号）第７６条第２項（同法第１４９条におい

て準用する場合を含む。）及び高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）

第７１条第１項の規定により厚生労働大臣が定める診療報酬の算定方法（以下「診療報

酬の算定方法」という。）により」に改め、同条第２項中「指定居宅サービスに要する

費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第19号。」を「介護保険法第４１条

第４項及び第５３条第２項の規定により厚生労働大臣が定める基準（」に改め、同条第

３項第１号中「（平成20年厚生労働省告示第59号）」を削る。 

 （長浜米原休日急患診療所条例の一部改正） 

第２条 長浜米原休日急患診療所条例（平成21年長浜市条例第151号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第５条第１項を次のように改める。 

   休日診療所において診療を受けた者は、診療に要した費用を納付しなければならな

い。この場合において、納付すべき額及びその算定方法は、長浜市診療所条例（平成

18年長浜市条例第100号）第７条及び第８条の規定を準用する。 

  第６条中「徴収する」を「納付しなければならない」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和７年１２月２日から施行する。 
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議案第８３号 

 

長浜市農業集落排水処理施設条例の一部改正について 

 

長浜市農業集落排水処理施設条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

令和７年８月２９日提出 

 

 

長浜市長 浅見 宣義 

 

 

長浜市農業集落排水処理施設条例の一部を改正する条例 

 

長浜市農業集落排水処理施設条例（平成18年長浜市条例第135号）の一部を次のように

改正する。 

別表常喜本庄地区農業集落排水処理施設の項及び賀・小今地区農業集落排水処理施設の 

項を削る。 

附 則 

この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 
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議案第８４号 

 

長浜市生活文化交流施設条例の一部改正について 

 

長浜市生活文化交流施設条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

令和７年８月２９日提出 

 

 

長浜市長 浅見 宣義 

 

 

長浜市生活文化交流施設条例の一部を改正する条例 

 

長浜市生活文化交流施設条例（平成18年長浜市条例第137号）の一部を次のように改正

する。 

第２条の表虎姫時遊館の項を削る。 

別表第１虎姫時遊館の項を削る。 

別表第２虎姫時遊館の項を削る。 

別表第３中 

「 

施設名 区分 単位 使用料 

養蚕の館 多目的ホール 

１時間 

７００円 

研修室 ４００円 

和室 ４００円 

虎姫時遊館 和室研修室 
１時間 

４００円 

小研修室 ２００円 

                                     」 

を 

「 

施設名 区分 使用料（１時間当たり） 

養蚕の館 多目的ホール ７００円 

研修室 ４００円 

和室 ４００円 

                                」 

に改める。 

附 則 

この条例は、令和８年４月１日から施行する。 
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議案第８５号 

 

   長浜市立学校の設置等に関する条例の一部改正について 

 

 長浜市立学校の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

  令和７年８月２９日提出 

 

 

長浜市長 浅見 宣義 

 

 

   長浜市立学校の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 

長浜市立学校の設置等に関する条例（平成18年長浜市条例第184号）の一部を次のよう

に改正する。 

別表第１中 

「 

塩津小学校 長浜市西浅井町塩津中４１番地 

永原小学校 長浜市西浅井町大浦１６７番地 

                                  」 

を 

「 

西浅井小学校 長浜市西浅井町塩津中３１２番地 

                                  」 

に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 
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議案第８６号 

 

長浜市病院事業の設置等に関する条例の一部改正について 

 

長浜市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

令和７年８月２９日提出 

 

 

長浜市長 浅見 宣義 

 

 

長浜市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 

長浜市病院事業の設置等に関する条例（平成18年長浜市条例第209号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第３条第２項第２号中「４６１床」を「４３７床」に改め、同条第３項第２号中「８３

床」を「７３床」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年９月３０日から施行する。 
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議案第８７号 

 

長浜市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正について 

 

長浜市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例を次

のように制定する。 

 

 

令和７年８月２９日提出 

 

 

長浜市長 浅見 宣義 

 

 

71



長浜市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 

 

長浜市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成20年長浜市条例第35

号）の一部を次のように改正する。 

別表第１に次のように加える。 

田村東畑地区地区整備計

画区域 

都市計画法第２０条第１項の規定により告示された彦根

長浜都市計画田村東畑地区地区計画の区域のうち、地区

整備計画が定められた区域 

別表第２に次のように加える。 

９ 田村東畑地区地区整備計画区域 

計画地区の区分 田村東畑地区 

ア 建築物の用途の制限 次に掲げる建築物以外の建築物 

(1) 住宅（ただし、一戸建専用住宅に限る。） 

(2) 住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を

兼ねるもののうち政令第１３０条の３に定めるもの 

(3) 診療所 

(4) 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する公

益上必要な建築物で政令第１３０条の４に定めるも

の 

(5) 自治会等の地区住民を対象とした社会教育的な活

動又は自治会活動の目的に供するための集会所その

他これに類するもの 

(6) 前各号の建築物に付属するもの（政令第１３０条

の５に定めるものを除く。） 

イ 建築物の容積率の最

高限度 

１０分の２０ 

エ 建築物の建ぺい率の

最高限度 

１０分の６ 

オ 建築物の敷地面積の

最低限度 

２００平方メートル（すみ切りをした敷地は１８０平

方メートル） 

キ 壁面の位置の制限 道路境界及び隣地境界から１．０メートル以上とす

る。 

ク 壁面の位置の制限の (1) 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が
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適用除外 ３．０メートル以下であるもの 

(2) 物置その他これに類する用途に供し、軒高が２．

３メートル以下で、かつ、床面積の合計が５平方メ

ートル以内であるもの 

(3) 壁面を有しない自動車車庫で軒高が２．５メート

ル以下であるもの 

ケ 建築物の高さの最高

限度 

(1) 建築物の高さの最高限度は、地盤面から１２．０メ

ートルとする。 

(2) 前面道路の路面の中心からの建築物の各部分の高

さは、建築物の壁面から前面道路の反対側の境界線

までの水平距離が２０．０メートル以下の範囲内に

おいては、当該部分から前面道路の反対側の境界線

までの水平距離に１．２５を乗じて得たもの以下と

する。 

(3) 地盤面からの建築物の各部分の高さは、当該部分

から隣地境界線までの真北方向の水平距離に１．２

５を乗じて得たものに１０．０メートルを加えたも

の以下とする。 

附 則 

この条例は、彦根長浜都市計画田村東畑地区地区計画の決定に関する都市計画法（昭和

43年法律第100号）第２０条第１項の規定に基づく告示の日から施行する。 
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